
第 １ ２ ８ 期 ( 平 成 １ ４ 年 ３ 月 期 ) 決 算 の 特 徴  
 

           株式会社 静岡中央銀行                 
【利益の状況】 
 

□  経 常 収 益   １ ０ ， １ ５ ８ 百 万 円  前 年 比  △ ６ ５ 百 万 円 の 微 減  

貸 出 金 利 息 は 貸 出 平 残 の 増 加 に よ り 前 年 比 104 百 万 円 増 加 、 し か し 有 価 証 券 収 入 が 市 場  

金 利 の 低 下により前年比△２３７百万円減少したことなどにより、経常収益は前年比△０．６％ 

△ 65 百 万 円 の 減 収 と な り ま し た 。  

      □  預 貸 金 利 益   ７ ， ６ ７ ６ 百 万 円  前 年 比  ＋ ３ ３ ４ 百 万 円 の 増 益  

□  コ ア の 業 務 純 益  ２ ， ４ ６ ５ 百 万 円  前 年 比 ＋ ８ ． ５ ％  ＋ １ ９ ５ 百 万 円 の 増 益  

□  業 務 純 益   １ ， ６ ８ ７ 百 万 円  前 年 比  △ ７ １ １ 百 万 円 の 減 益  

貸 出 金 利 息 の 増 加 と 預 金 利 回 り の 低 下 に よ る 預 金 利 息 の 減 少 に よ り 、 本 業 の 預 貸 金 利 益 は  

前 年 比 ３ ３ ４ 百 万 円 増 益 の ７ ， ６ ７ ６ 百 万 円 と な り ま し た 。  

預貸金利益が増加したことにより、一般貸倒引当金繰入前で国債等債券損益（５勘定尻）を 

除いた、コアの業務純益は２,４６５百万円前年比＋８．５％ ＋１９５百万円増益となりました。 

し か し 、 株 式 市 場 の 低 迷 に よ る 減 損 処 理 の 実 施 に よ り 国 債等債券関係損益が△６９９百万円 

前 年 比 △ 469 百 万 円 と な っ た こ と と 、 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 が 前 年 比 437 百 万 円 増 加 し た  

こ と に よ り 、 業 務 純 益 は 前 年 比 △ ７ １ １ 百 万 円 減 益 の １ ， ６ ８ ７ 百 万 円 と な り ま し た 。  

□  経 常 利 益   １ ， １ ４ ４ 百 万 円  前 年 比  △ ４ ４ ６ 百 万 円 の 減 益  

□  当 期 純 利 益   ６ ６ ３ 百 万 円  前 年 比  △ ３ ８ １ 百 万 円 の 減 益  
        業 務 純 益 は △ ７ １ １ 百 万 円 減 少 し ま し た が 、 個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 が 前 年 比  △ ３ ０ １ 百  

万円減少したことにより、経常利益は前年比△４４６百万円の減益にとどまり １，１４４百万円 

と な り ま し た 。  

こ れ に よ り 当 期 純 利 益 は 前 年 比 △ 381 百 万 円 減 益 の ６ ６ ３ 百 万 円 と な り ま し た 。  

 

【時価会計の影響】 
 

□  減損会計による期間損益への影響  
３０％以上下落した有価証券のすべてを償却、８４６百万円減損実施 

当期末の時価が簿価に比べて３０％以上下落した有価証券のすべてを償却、株式で２０７百 

万 円 、 債 券 等 で ６ ３ ８ 百 万 円  計 ８ ４ ６ 百 万 円 の 減 損 処 理 を 実 施 し ま し た 。     

□  ｢ 有 価 証 券 ｣ の 評 価 差 額  ＋ ２ ， ４ ６ ５ 百 万 円  

｢その他有価証券｣についてもすでに前年より１年前倒しでの時価会計を適用しています 。  

株式市場の低迷により、当期末の評価差額は前年比△１，３７６百万円減の＋２,４６５百万円 

と な り ま し た 。  

 

【自己資本比率（速報値）】 
 

□  自己資本比率（国内基準：単体ﾍﾞｰｽ） １ １ ． ４ ０ ％  

   Ｔier1 自 己 資 本 比 率 （ 国 内 基 準 ： 単 体 ﾍ ﾞ ｰ ｽ ） は ９ ． ６ ５ ％ 

    自己資本比率（単体ﾍﾞｰｽ）は前年比０．３３％改善され１１．４０％になり、国内基準である 

４ ％ の 3 倍 弱 と い う 水 準 を 維 持 し て お り ま す 。  

また基本的項目であるＴier1 のみでも９．６５％と国内基準である４％の 2 倍以上の水準です。 

尚 、 連 結 ﾍﾞｰｽでは１１．４３％です。 
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【預貸金の状況】 
 

□ 消 費 者 ロ ー ン 残 高  前 年 比 ＋ １ ７ ． ５ ％  ８ ， ２ ４ ４ 百 万 円 増 加  

住宅ローンを中心とした消費者ローンを積極的に推進した結果、消費者ローン残高は前年比 

＋１７．５％ ８，２４４百万円増の５５，１８６百万円となり、内住宅ローン残高は前年比＋９．６％ 

３ ､ ９ ２ ４ 百 万 円 増 の ４ ４ ， ７ ２ ２ 百 万 円 と な り ま し た 。 

し か し 設 備 投 資 な ど 企 業 の 資 金 需 要 が 低 迷 し た 結 果 、 企 業 取 引 に お い て も 新 規 開 拓 を 中 心  

に積極的に推進してまいりましたが、貸出金残高全体では前年比△０．１% △３３５百万円微 

減 の ３ ２ ４ ,４ ２ ５ 百 万 円 と な り ま し た 。  

   

□  個 人 預 金 残 高  前 年 比 ＋ ３ .８ ％  ９ ,８ ７ １ 百 万 円 増 加  

良 質 で 安 定 的 な 取 引 基 盤 の 拡 大 を 図 る た め 個 人 預 金 に 重 点 を 置 い た 営 業 活 動 を 積 極 的 に  

推進した結果、個人預金は前年同期比＋３.８％ ９,８７１百万円増の２６８，５６８百万円となり 

ま し た 。  

個人預金の増加により、預金残高全体でも前年比＋３．４％ １２，３８４百万円増の３７１，７２８ 

百 万 円 と な り ま し た 。  

 

【不良債権の状況】 
 

□  リ ス ク 管 理 債 権 、 金 融 再 生 法 開 示 基 準 に よ る 不 良 債 権 と も 総 貸 出 金 、  

総 与 信 に 占 め る 割 合 は ４ .１ ％ 台  

        資 産 の 健 全 性 の 向 上 を 目 指 し 貸 出 金 な ど 常 に 留 意 し た 取 組 を 実 施 し た 結 果 、 企 業 が 業 況  

悪 化 す る 中 、 不 良 債 権 比 率 は 平 成 13 年 3 月 末 よ り 減 少 し ま し た 。  
又 、 不 良 債 権 処 理 に つ き ま し て は 、 厳 正 な 自 己 査 定 を 行 な っ た う え で 適 正 な 処 理 を 積 極 的  

に 実 施 し て い ま す 。  

 

《リスク管理債権》                                  

                                                  単 位 ： 百 万 円            

 平 成 １ ３ /３ 月 末  平 成 １ ３ /９ 月 末  平 成 １ ４ /３ 月 末  

リ ス ク 管 理 債 権 合 計  １ ４ ， ５ ６ ９  １ ３ ， ３ １ ３  １ ３ ， ３ ５ ３  

総 貸 出 金 に 占 め る 割 合  ４ .４ ８ ％  ４ .１ ２ ％  ４ .１ １ ％  

担 保 ・ 保 証 等 に よ る カ バ ー 率 ８ ７ .０ ７ ％  ８ ５ .２ ２ ％  ８ ４ .２ ７ ％  

 

 《金融再生法開示債権》                              
単 位 ： 百 万 円            

 平 成 １ ３ /３ 月 末  平 成 １ ３ /９ 月 末  平 成 １ ４ /３ 月 末  

開 示 債 権 合 計  １ ４ ， ５ ９ ４  １ ３ ， ３ ４ ６  １ ３ ， ３ ７ ７  

総 与 信 に 占 め る 割 合  ４ .４ ６ ％  ４ .１ １ ％  ４ .１ ０ ％  

担 保 ・ 保 証 等 に よ る カ バ ー 率 ８ ７ .０ ９ ％  ８ ５ .２ ５ ％  ８ ４ .３ ０ ％  
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